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 墨田区では、曳舟文化センター（以下「文化センター」という。）の管理運営業務を効

果的かつ効率的に行うため、地方自治法第２４４条の２第３項及び墨田区曳舟文化セン

ター条例第１６条の規定に基づき、文化センターの管理運営を行うもの（以下「指定管

理者」という。）を募集します。 

 応募事業者は、本募集要項（以下「募集要項」という。）及び本指定管理業務要求水準

書（以下「要求水準書」という。）等を十分に理解した上で申請してください。 

 

第１章 総則 

  

１ 施設の設置目的及び運営方針                              

  文化センターは、昭和６２年の開館以来、３０年余にわたり、多くの区民が集い、

交流する場として親しまれてきました。一方で、施設や設備の老朽化が著しいことか

ら、令和３年１月から１２月までの間、大規模修繕工事を行うとともに、指定管理者

制度を導入し、施設の管理運営を見直しました。 

  墨田区曳舟文化センター条例第１条では、「区民が集い、交流し、及び自主的に文

化芸術活動を行う場を提供するとともに、演劇、伝統芸能その他の様々な芸術鑑賞の

機会を設けることにより、文化性豊かなまちづくりに寄与する」ことを、本施設の目

的として掲げています。 

  指定管理者は、条例の趣旨及び今までの利用実績を踏まえて、文化センターを利用

する区民等へのサービス向上に努めるとともに、演劇、伝統芸能等の文化芸術振興に

資する事業を行い、既利用者も含め、より多くの区民等に親しまれる施設となること

を目指して、施設の管理運営を行うこととします。 

  

２ 施設の概要                              

⑴ 名 称   曳舟文化センター 

⑵ 所在地   墨田区京島一丁目３８番１１号 

⑶ 面積    敷地：２，６２６㎡、延床：５，５７７㎡ 

⑷ 構造・階数 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）、地上３階・地下２階 

⑸ 主な施設  

施  設  名 席数又は床面積 

ホール ５８２席 

楽屋 第１楽屋（４０.５㎡） 

第２楽屋（３１.４㎡） 

第３楽屋（２０.８㎡） 

レクリエーションホール ３９６.３㎡（半面利用も可能） 

会議室 第１会議室（１０９.１㎡） 

第２会議室（４３.５㎡） 

和室 ５１.１５㎡（３３畳） 

茶室 １２.４㎡（８畳） 
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⑹ 開館年月  昭和６２年４月 

 

３ 休館日及び開館時間                              

⑴ 休館日    

１２月２９日から翌年の１月３日まで 

⑵ 開館時間                

   午前９時から午後９時まで 

 ※ 指定管理者が特に必要があると認めるときは、区長の承認を得て、休館日及び開 

館時間を変更し、又は臨時に休館日を定めることができます。 

※ ただし、貸出施設の利用については、前後１時間の延長が可能 

 

４ 指定期間                              

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

※ 上記の指定期間中であっても、指定管理者として不適切な対応があった場合、 

信用を損なう事態を招いた場合等においては、墨田区曳舟文化センター条例第１ 

８条の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又は指定業務の全部又は一部 

を停止する場合があります。 

 

第２章 管理運営業務 

 

１ 法令等の遵守                              

指定管理者は、次の業務の遂行に当たって、次の法令等を遵守してください。  

⑴ 墨田区曳舟文化センター条例（令和２年墨田区条例第５号） 

⑵ 墨田区曳舟文化センター条例施行規則（令和２年墨田区規則第１７号） 

⑶ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

⑷ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５ 

７号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）等の労働関連法規 

⑸ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

⑹ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）  

⑺ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）  

⑻ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護 

法」という。） 

⑼ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号） 

⑽ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５ 

号） 

⑾ 墨田区情報公開条例（平成１３年墨田区条例第３号。以下「情報公開条例」とい 

う。） 

⑿ 墨田区暴力団排除条例（平成２４年墨田区条例第３７号） 

⒀ 墨田区公契約条例（令和５年墨田区条例第３１号） 
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⒁ その他文化センターの管理運営に必要な法令 

 

２ 管理の基準                                 

 指定管理者は、業務を行うに当たって、次の基準に従ってください。 

⑴ 条例、規則等の規定を遵守し、適正な管理運営を行うこと。 

⑵ 利用者に対して適正なサービスの提供を行うこと。 

⑶ 施設等の維持管理を適切に行うこと。 

 

３ 業務の分類                              

  指定管理者が行う業務は、次のとおりです。 

⑴ 指定業務 

ア 指定事業 

本施設の設置目的の範囲内で区が要求水準書等で業務内容を指定し、指定管理

者が指定管理料、利用料金、事業収入等を充当して実施する事業です。 

イ 提案事業 

本施設の設置目的の範囲内で指定管理者が企画・提案した事業で、指定管理者

が指定管理料、利用料金、事業収入等を充当して実施する事業です。 

なお、提案事業の実施に当たっては、事前に区と協議の上決定し、指定業務と

して実施します。 

⑵ 自主事業 

本施設の設置目的に合致し、かつ、指定業務の実施を妨げない範囲において、指 

定管理者が自己の費用と責任において実施する事業です。 

自主事業の実施に当たっては、利用者サービスの向上に資することなどを条件と 

し、事前に区に自主事業に係る事業計画書を提出し、承認を得る必要があります。 

なお、区の責めに帰すべき事由又は指示により自主事業の実施が中止又は休止と 

なった場合において、指定管理者に損失が生じても、区は当該損失を補償しませ 

ん。 

 

４ 業務の範囲及び要求水準                              

  指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりです。具体的な業務内容及び要求水準 

は、要求水準書を参照してください。 

⑴ 区民等の文化的交流及び文化芸術活動の促進に関する業務 

⑵ 演劇、伝統芸能等の文化芸術の振興に関する業務 

⑶ 文化センターの施設の利用に関する業務 

⑷ 施設の維持管理等に関する業務 

⑸ その他区長が必要と認める事業又は事務 

 

５ 区と指定管理者とのリスク分担                       

  区と指定管理者との基本的なリスクの分担は、別紙１のとおりとします。 
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第３章 管理運営経費 

 

１ 基本的考え方                              

本施設では、利用料金制度を導入します。 

指定管理者は、本施設の管理運営に必要と見込まれる経費（以下「管理運営経費」

という。）を、区が支払う指定管理料、利用者が支払う利用料金、自らが企画・実施

する各事業の収入（利用者から徴収する実費相当の料金。以下「事業収入」とい

う。）等をもって賄うものとします。 

なお、管理運営経費は、申請時に提案された金額を基に、協議によって決定し、原

則として指定期間中は変更しないものとします。 

 

２ 指定管理料の支払                             

指定管理料は、協議によって決定した管理運営経費から、利用料金収入見込額、事

業収入見込額、その他指定業務に伴い見込まれる収入の総額を差し引いた額とし、年

度ごとに区の予算額の範囲内で指定管理者と協議し、協定書及び毎年度締結する覚書

に基づき、分割して支払います。 

なお、管理運営経費のうち、区が指定する経費については、概算払とし、年度ごと

に精算します。 

 

３ 指定管理料の収入・支出として見込まれるもの                

⑴ 収入 

  ア 指定管理料 

イ 利用料金 

ウ 事業収入（事業の参加費、原材料費等） 

エ その他（各種助成金、協賛金等） 

 ⑵ 支出 

  ア 人件費 

  イ 管理費（光熱水費、保守点検費、備品修繕費等） 

  ウ 事業費（事業実施経費、消耗品費等（提案事業に係る経費を含む。）） 

  エ その他（施設賠償責任保険、負担金、租税公課等） 

  ※ 利用料金制度を導入する本施設の業務については、事業所税の課税対象となる

可能性があります。詳しくは、管轄の都税事務所に確認してください。   

⑶ 上記⑴、⑵のほか、自主事業を実施する場合は、自主事業の実施に伴う収入及び

支出が見込まれます。 

 

４ 会計の管理                                

  指定業務に係る会計は、指定管理者が属する法人等の会計と区分し、経理を明確に

してください。指定業務に係る経費の収支状況については、区と同様に高い透明性が

求められることから、これを適切に管理するため、専用の口座を開設してください。
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なお専用口座の運用にあたっては、ペイオフ制度への対策を講じ、損害を被ることの

ないよう留意してください。 

自主事業に係る会計は、指定業務と区分して、指定業務の専用口座とは別の口座に

より管理をしてください。 

 

５ 利用料金                                 

⑴ 利用料金について 

指定管理者は、本施設の利用者が支払う利用料金を自身の収入とすることができ 

ます。利用料金の額は、条例に定める額（以下参照）の範囲内で、指定管理者が区 

の承認を得て定めます。 

なお、条例及び規則に規定する減額又は免除の基準等に基づく利用料金収入の 

減少分については、区が支払う指定管理料に含まれているものとし、別途補填はし 

ません。 

利用料金の額の承認の基準は、次のとおりです。 

ア 施設等の維持管理に係る経費及び類似の施設の料金と比較して著しく低額では 

ないこと。 

イ 料金の区分が合理的であり、必要以上に細分化されるなど利用者にとって複雑 

なものとなっていないこと。 

【墨田区曳舟文化センター条例で定める利用料金】 

区分 

利用料金 

午前 午後 夜間 

午前９時から正午ま

で 

午後１時から午後４

時３０分まで 

午後５時３０分から

午後９時まで 

ホール 平日 １８，０００円 ３６，１００円 ４５，１００円

土曜日・日曜

日・休日 

２１，７００円 ４３，４００円 ５４，３００円

第１楽屋 １，５００円 １，５００円 １，５００円

第２楽屋 １，２００円 １，２００円 １，２００円

第３楽屋 ７５０円 ７５０円 ７５０円

レ ク リ

エ ー シ

ョ ン ホ

ール 

平日 ９，９００円 ２０，０００円 ２５，０００円

土曜日・日曜

日・休日 

１２，１００円 ２４，２００円 ３０，３００円
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第１会議室 ４，５００円 ５，１００円 ５，１００円

第２会議室 １，８００円 ２，０００円 ２，０００円

和室 ４，６００円 ６，１００円 ６，１００円

茶室 １，７００円 ２，２００円 ２，２００円

付帯設備 ７，８００円 ７，８００円 ７，８００円

付記 

１ 休日とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す 

る休日をいう。 

２ ホールの舞台のみを練習等のために利用する場合又はレクリエーションホー 

ルの半面を利用する場合の利用料金の額は、ホール又はレクリエーションホー 

ルの利用料金の額（付記３の適用がある場合は、その適用後の額）の５割相当 

額とする。 

３ 次に掲げる時間を「午前」、「午後」又は「夜間」の区分に加えて利用承認 

時間とすることができる。この場合の「午前」、「午後」又は「夜間」の利用 

料金の額は、当該加える時間の区分に応じ次に定める額をそれぞれ加えた額と 

する。 

⑴ 午前８時から午前９時まで 「午前」の利用料金の額の３割相当額 

⑵ 正午から午後１時まで 「午後」の利用料金の額の３割相当額 

⑶ 午後４時３０分から午後５時３０分まで 「夜間」の利用料金の額の３割 

相当額 

⑷ 午後９時から午後１０時まで 「夜間」の利用料金の額の３割相当額 

４ 「午前」と「午後」又は「午後」と「夜間」とを引き続き利用する場合の中 

間時間については、付記３の加算額を徴収しない。 

５ ホールの利用者が入場料その他これに類する料金（以下「入場料等」とい 

う。）を徴収する場合の利用料金の額は、次に掲げる入場料等（入場料等の額 

に差があるときは、その最高額）の額の区分に応じ次に定める額を加えた額と 

する。 

⑴ １，０００円を超え、２，０００円以下のとき。ホールの利用料金の額の 

３割相当額 

⑵ ２，０００円を超え、３，０００円以下のとき。ホールの利用料金の額の 

５割相当額 

⑶ ３，０００円を超えるとき。ホールの利用料金の額の７割相当額 

６ 利用料金の額に１０円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるも 

のとする。 

⑵ 収支計画を上回る利用料金収入の取扱い 

指定期間中の各年度における利用料金収入の実績額が当初の計画額を上回った場 

合、その上回った額の２分の１に相当する額を区に納付してください。 
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また、利用料金収入の実績額が当初の計画額を下回った場合であっても、区は不 

足額を補填しません。 

 

６ 指定管理料の見積もりに係る留意事項                            

  指定管理料の見積りに当たっては、次の事項に留意し、募集要項及び要求水準書の

内容を十分に理解した上で提案してください。 

⑴ 指定管理料とは 

指定管理料は、管理運営経費から、利用料金収入見込額、事業収入見込額、その

他収入見込額を差し引いた額です。なお、自主事業の実施に係る費用及び収入は、

指定管理料の算定には含みません。 

⑵ 指定管理料の標準額 

要求水準を満たすために要する必要最低限の管理運営経費から、利用料金収入見

込額を差し引いた額として、区が設定する標準的な指定管理料の額は、１年につき

１２８，７００，０００円です。 

⑶ 物品の貸与等 

指定業務に必要な物品のうち、別紙２に掲げる物品は区が用意し無償で貸与しま

す。日常的に必要な消耗品及び事業等で特別に用意する必要がある物品は、指定管

理者が購入又は調達をしてください。 

なお、指定管理料で購入又は調達した物品の所有権又は使用権は、区に帰属する

ものとします。 

 ⑷ 光熱水費 

過去３年間の光熱水費は、以下のとおりです。 

（単位／円） 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

電気料金 18,778,294 16,608,418 18,369,455 

ガス料金 7,154,132 6,446,777 8,167,518 

上下水道料金 1,353,264 1,922,040 1,907,025 

 ⑸ 施設修繕費 

１件につき税込１３０万円未満の施設の修繕は指定管理者が行います。なお、当

該修繕に係る経費は概算払とし、年度ごとに精算をするので、指定管理料の算定

（今回提案する管理運営経費）には含めないでください。 

 ⑹ 施設の利用実績 

   過去３年間の施設別の利用件数、利用人数、利用料金収入、利用料金の減額又は

免除の実績は、以下のとおりです。 

   なお、利用料金収入見込額は、前年度の利用実績を踏まえて算定してください。

施設稼働率（利用率）の向上に係る提案により、利用実績に加算して算定しても構

いません。 

施設名 区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
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ホール 

利用回数 

（減免回数） 

668 

(170) 

765 

(209) 

732 

(221) 

利用人数 86,541 90,544 102,536 

利用料金収入 31,596,775 35,819,670 36,318,930 

第1楽屋 

利用回数 

（減免回数） 

567 

(145) 

579 

(161) 

608 

(187) 

利用人数 3,162 3,568 3,720 

利用料金収入 762,350 817,450 842,800 

第2楽屋 

利用回数 

（減免回数） 

578 

(143) 

593 

(174) 

594 

(187) 

利用人数 2,752 3,096 3,118 

利用料金収入 627,210 662,780 664,330 

第3楽屋 

利用回数 

（減免回数） 

475 

(142) 

518 

(137) 

541 

(177) 

利用人数 758 908 964 

利用料金収入 314,690 374,490 378,430 

レクリエーショ

ンホールＡ 

利用回数 

（減免回数） 

415 

(117) 

504 

(112) 

518 

(111) 

利用人数 13,570 16,154 16,559 

利用料金収入 4,074,960 4,844,940 5,112,870 

レクリエーショ

ンホールＢ 

利用回数 

（減免回数） 

425 

(92) 

482 

(112) 

516 

(106) 

利用人数 14,848 17,239 17,619 

利用料金収入 4,690,650 5,512,790 5,988,630 

第1会議室 

利用回数 

（減免回数） 

435 

(71) 

531 

(112) 

499 

(91) 

利用人数 7,516 9,686 9,719 

利用料金収入 2,275,210 2,625,550 2,637,370 

第2会議室 

利用回数 

（減免回数） 

509 

(71) 

560 

(97) 

586 

(81) 

利用人数 4,583 5,297 5,748 

利用料金収入 1,041,210 1,112,700 1,175,830 

和室 

利用回数 

（減免回数） 

178 

(44) 

222 

(50) 

252 

(53) 

利用人数 2,046 2,326 3,062 
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利用料金収入 910,650 1,184,010 1,278,750 

茶室 

利用回数 

（減免回数） 

132 

(43) 

158 

(35) 

219 

(43) 

利用人数 425 597 767 

利用料金収入 238,810 390,440 441,380 

合計 

利用回数 

（減免回数） 

4,382 

(1,038) 

4,912 

(1,206) 

5,065 

(1,257) 

利用人数 136,201 149,415 163,812 

利用料金収入 46,532,515 53,344,820 54,839,320 

⑺ 保険の加入 

特別区自治体総合賠償責任保険の補償と同等以上の施設賠償責任保険及び第三者

賠償責任保険（区と指定管理者を被保険者とするもの）、貸館興行中止保険に加入

してください。 

なお、区は火災保険を付保します。 

⑻ 本部経費 

   法人において、本部経費（指定業務の実施に必要な法人の本部（本社）等からの     

支援に係る間接的な経費）を計上する場合は、検証可能なものに限られるものと

し、その具体的な支出内容、算出方法、算出根拠を必ず明記してください。 

 ⑼ 労働報酬下限額 

   指定管理協定は、墨田区公契約条例による労働報酬下限額が適用されます。人件

費の積算に当たり、提案時に想定している労働報酬下限額（１時間あたりの額）を

収支計画書に明記してください。（第６章１０「墨田区公契約条例の遵守」を併せ

てご確認ください。） 

⑽ 人件費の算定において、自主事業との兼務を前提とした職員配置である場合、自

主事業に従事する割合に応じた人件費は、指定管理料の算定から差し引いてくださ

い。 

⑾ 令和６年度（令和７年３月）から開始したオンライン決済及びキャッシュレス決

済に関する費用 

  令和６年度の実績及び令和７年度予算額は以下のとおりです。 

  【令和６年度実績】 84,240円（令和７年３月分の実績） 

  【令和７年度予算額】827,445円 

項 目 金 額 

ＷＥＢクレジット決済 

月額利用料（@16,000円×12月） 192,000 

決済手数料（年間想定収入金額

（5,875,771円）×手数料（3.5％）） 
205,652 

情報処理手数料費（年間想定件数（448
件）×@10円×税） 

4,928 

キャッシュレス端末 端末（@600円×12月×税） 7,920 
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決済手数料（年間想定収入金額

（12,634,692円×手数料（3.3％）） 
416,945 

 

第４章 募集・選定手続 

  

１ 募集・選定スケジュール                            

内   容 期   日 

募集説明会  令和７年７月１５日（火） 

 質問の受付期限  令和７年７月２４日（木） 

 質問に対する回答  令和７年７月３０日（水） 

 申請書類の受付期限  令和７年８月８日（金） 

 一次審査（書類審査）結果の通知  令和７年８月中旬 

 二次審査（プレゼンテーション）  令和７年８月下旬 

 選定決定の通知  令和７年１０月中旬 

 区議会による指定管理者の議決（予定）  令和７年１２月中旬 

 指定管理者による運営開始（予定）  令和８年４月１日（水） 

 

２ 申請資格                                  

⑴ 申請資格 

  地方自治法第２４４条の２第３項に規定する法人その他の団体（以下「法人等」

という。） 

  ※ 法人格は必要ありませんが、個人での申請はできません。 

  ※ 複数の法人等から構成される団体（以下「共同事業体」という。）でも申請

可能です。 

⑵ 応募の制限 

    次のいずれかに該当する法人等は、応募者となることができません。 

ア 「地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）」第１６７条の４第１項各号

に規定する者に該当する法人等 

イ 墨田区競争入札参加有資格者指名停止取扱要綱（平成１８年９月２０日１８墨

総契第３８７号）による指名停止を受けている法人等 

ウ  宗教活動又は特定の公職者（候補者を含む。）若しくは政党を推薦、支持若し

くは反対することを主たる目的とした法人等 

エ 法人等又はその役員若しくは使用人（以下「法人・役員等」という。）が次の

①から④のいずれかに該当するもの 

① 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

に規定する暴力団、暴力団員若しくは暴力団員でなくなった日から５年を経過

しない者（以下「暴力団等」という。）又は暴力団等が法人等の経営に実質的

に関与しているとき。 
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② 法人・役員等若しくは第三者の不正な利益を図るため、又は第三者に損害を

加えるために暴力団等を利用したと認められるとき。 

③ 暴力団等に対して、直接的又は間接的に金銭、物品その他の財産上の利益を 

与え、便宜を供与し、又は暴力団の維持若しくは運営に協力したと認められる

とき。 

④ 暴力団等と社会的に非難される関係を有していると認められるとき。 

  オ 墨田区契約における暴力団等排除措置要綱（平成２３年５月１６日２３墨総契

第１３５号）第４条第１項の規定による入札参加除外措置を受けている法人等 

※ 共同事業体による申請の場合は、その構成法人等の全てが上記の要件に該当し

ていない必要があります。  

 

３ 申請手続                                  

⑴ 募集要項等の配布  

区の公式ウェブサイトからダウンロードしてください。窓口での配布は行いま

せん。【墨田区公式ウェブサイト】 

https://www.city.sumida.lg.jp/kuseijoho/gyoseikaikaku_zaisei/shiteikanri/index.html  
⑵ 募集説明会 （現地説明会） 

開催日時 
令和７年７月１５日（火） 

午後２時から ※受付：午後１時３０分から 

開催場所 曳舟文化センター レクリエーションホールＢ 

申込方法 

「事業者説明会参加申込書」（別紙３）に必要事項を記入

の上、ファクス又は電子メールで、令和７年７月１１日

（金）午後５時厳守でお申し込みください。 

参加人数 

 １団体につき２名までとしてください。 

※共同事業体も１団体とし、共同事業体でご参加の場合

は、代表団体の方が含まれるようにしてください。 

留意事項 
ファクス及び電子メールの送信後、受信確認のため電話連

絡をしてください。 

⑶ 質問の受付 

募集要項等に関する質問については、次のとおりです。 

候補者の選定が終了するまでの間は、本受付以外の方法での質問は受け付けませ

ん。ただし、申請手続き及び提出書類に関する質問を除きます。 

受付期間 
令和７年７月１６日（水）から令和７年７月２４日（木）

まで 

質問方法 
「質問票」（別紙４）に質問内容を記入の上、電子メール

で提出してください。 

回答方法 
募集説明会に参加したすべての法人等に同じ内容を電子メ

ールで回答します。 

https://www.city.sumida.lg.jp/kuseijoho/gyoseikaikaku_zaisei/shiteikanri/index.html
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留意事項 
電子メールの送信後、受信確認のため電話連絡をしてくだ

さい。 

 ⑷ 申請書類 

申請に際し、提出が必要な書類は、次のとおりです。ただし、スからソについて

は、該当する場合のみ提出してください。 

共同事業体で申請する場合は、代表法人等が構成法人等の書類をまとめて提出し

てください。なお、各構成団体は、イからケ及びシのみ提出してください。） 

提出書類 様式 

ア 指定管理者指定申請書 第１号様式 

イ 法人等の概要 第２号様式 

ウ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 － 

エ 

法人の履歴事項全部証明書（法人以外の団体にあって

は、代表者の住民票の写し） ※ 申請日以前３か月

以内に発行されたもの 

－ 

オ 役員の経歴書（役員構成、氏名及び経歴） － 

カ 申請日の属する事業年度の事業計画書及び収支予算書 － 

キ 直近２事業年度分の事業報告書及び収支決算書 － 

ク 直近２事業年度分の法人税確定申告書及び決算報告書

の写し 

－ 

ケ 

法人等の設立趣旨、活動内容、組織、運営等に関する

事項の概要がわかるもの（会社案内等のパンフレット

等でも可） 

－ 

コ 指定業務に係る事業計画書 第３号様式 

サ 指定業務に係る収支計画書 第４号様式 

シ 反社会的勢力ではないことの表明・確約に関する同意

書 

第５号様式 

ス 共同事業体資格認定申請書 第６号様式 

セ 共同事業体協定書 ※ 一綴りにし、割印をすること 第７号様式 

ソ 自主事業に係る事業計画書及び収支計画書 第８号様式 

タ 選定評価項目対照表 第９号様式 

チ その他  

提出部数 

１２部（原本１部、写し１１部） ※ 第１号様式のみは原本の

み 

※ 紙文書による提出のほか、電子データ（ＰＤＦ形式）での提

出もお願いします。 

留意事項 

① 用紙サイズは、パンフレットを除き、原則Ａ４判とします。

やむを得ない場合は、Ａ３判をＡ４判の大きさに折ったものも

可とします。両面複写でも構いません。 
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② 申請書類一式を上記提出書類ア～チの順番にフラットファイ

ル等に綴り、書類ごとにインデックス等を付し、書類の種類を

判別することができるようにしてください。また、任意の表

紙・背表紙（申請者名入り）を付してください。 

⑸ 申請書類の受付 

申請書類の受付は、次のとおりです。なお、申請書類の提出をもって、募集要項

の記載事項を承諾し、応募があったものとみなします。  

受付期限 

令和７年８月８日（金）まで（ただし、土・日・祝日を除

く） 

※受付時間は、各日、午前９時から午後５時まで 

受付方法 

墨田区役所（墨田区吾妻橋一丁目２３番２０号）１４階・墨

田区地域力支援部文化芸術振興課文化芸術担当の窓口へ申請

書類を持参してください。 

留意事項 

① 令和７年８月８日（金）午後５時以降は、申請書類の受

付はできません。 

② 申請書類の受付後は、区が求めた場合を除き、提出書類

の差し替え、追加等の変更はできません。 

③ 申請書類提出時に、一次審査結果通知用の長３サイズの

封筒（宛先を記入、１１０円切手を貼付したもの）を併せ

て提出してください。 

④ 申請に要する費用は、全額申請者の負担とします。 

⑤ 提出された申請書類等は、返却しません。 

⑥ 申請書類に係る著作権は、申請者に帰属します。ただ

し、区は、区議会への説明や選定結果の公表等の必要な場

合には、申請者の競争上の地位又は事業運営上の地位その

他社会的な地位が損なわれると認められるものを除き、申

請者の承諾を得ず、無償で申請書類の内容を使用できるも

のとします。 

⑦ 申請書類に不足・不備がないように、十分注意してくだ

さい。 

⑧ １団体が複数の申請をすることはできません。 

⑨ 共同事業体による申請の場合、申請書類提出後の代表法

人等の変更は認めません。また、申請書類提出後の構成法

人等の追加は認めません。 

⑩ 申請した１法人等が別の共同事業体の構成法人等となる

こと、また、１法人等が複数の共同事業体の構成法人等に

なることはできません。 

⑪ 申請を辞退する場合は、「辞退届」（別紙５）を提出し
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てください。申請書類の受付期限前に限り、提出された申

請書類は返却します。 

 

４ 選定手続                                  

  指定管理者は、「墨田区指定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」という。） 

において選定します。 

⑴ 一次審査 

申請書類の形式的な要件具備について、審査し、二次審査を行う申請者を選定し

ます。申請者多数の場合は、４者を通過者とします。 

⑵ 二次審査  

一次審査通過者を対象にプレゼンテーション及び質疑を実施し、審査を行いま

す。プレゼンテーションの時間は、１者につき２０分以内とします。  

⑶ 指定管理者の選定方法  

選定委員会において、評価が最も高い申請者を指定管理者として選定します。た

だし、一定の水準を満たさない場合等は、指定管理者を選定しないことがありま

す。 

⑷ 選定評価基準 

   二次審査及び選定委員会における評価基準は、別紙６のとおりです。なお、一次

審査において、申込者多数の場合、同様の評価基準に基づき通過者を決定します。 

⑸ 審査結果の通知及び公表  

一次審査の結果通知は、全ての申請者（共同事業体で申請した場合は、代表法人

等宛て）に郵送します。 

なお、一次審査通過者には、二次審査の詳細（日時・場所等）も併せて通知しま

す。 

二次審査の結果（選定委員会における選定結果）通知は、二次審査の対象となっ

た全ての申請者（共同事業体で申請した場合は、代表法人等宛て）に郵送にて行い

ます。 

なお、審査結果に係る問合せには、お答えしません。  

⑹ 審査結果の公開  

審査結果の情報について、情報公開条例第５条の規定による情報公開請求があっ

た場合は、情報公開条例第６条の規定により公開します。 

⑺ 留意事項 

選定過程において、次のいずれかに該当した場合は、失格とします。 

  ア 指定管理者が選定されるまでの間に、自己の有利になる目的のため、本件の募

集又は選定の業務に従事する区職員又は関係者への接触等を行った場合 

  イ 他の申請者の申請を妨害した場合 

  ウ 提出された申請書類に虚偽又は不正の記載があった場合 
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５  指定手続                                  

   指定管理者の指定は、令和７年度墨田区議会定例会１１月議会における議決を経て 

行う予定です。  

なお、議決後、全ての申請者に対し、指定申請に対する決定（指定又は不指定）を

通知します。 

 

第５章 指定後の手続 

  

１ 協定等の締結                                

区と指定管理者とは協議を行い、本施設の管理運営に関して、指定期間中の包括的

な事項を定める協定及び年度ごとの事項を定める覚書を締結します。  

協定及び覚書で定める予定の主な事項は、次のとおりです。 

⑴ 協定で定める事項 

  ア 指定業務の範囲及び実施条件に関する事項 

  イ 指定業務の実施等に関する事項 

  ウ 物品の取扱いに関する事項 

  エ 業務実施に係る確認事項に関する事項 

  オ 指定管理料及び利用料金に関する事項 

  カ 損害賠償及び不可抗力に関する事項 

  キ 指定期間の満了に関する事項 

  ク 指定の取消しに関する事項 

  ケ その他管理運営に必要な事項 

⑵ 覚書で定める事項 

  ア 業務内容の詳細に関する事項 

  イ 指定管理料の額及び支払方法に関する事項 

  ウ その他管理運営に必要な事項 

⑶ 留意事項 

   指定管理者の予定者が、協定の締結までに、社会的信用を著しく損なう事態を招

くなどにより、指定管理者としてふさわしくないと認められる場合は、その指定を

取り消し、協定を締結しないことがあります。 

 

２ 管理運営業務開始に向けた準備                               

⑴ 事業計画等の承認 

   指定管理者は、指定業務の実施に当たって、事業計画書、収支予算書、情報公開

に関する規程等の書類をあらかじめ区に提出し、承認を受ける必要があります。 

   なお、区は、指定管理者が申請時に提案した内容を最大限尊重することとします

が、事前の協議において、提案内容の変更等を指示する場合があります。 

 ⑵ 管理運営業務の引継ぎ 

   指定管理者は、区又は区が指定する者との間で、指定業務の開始に向けて、随時
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協議等を行います。なお、協議等により指定管理者に生じた経費は、指定管理者の

負担とします。 

 

第６章 その他 

 

１ モニタリング等の実施                            

 ⑴ 事業報告書 

   指定管理者は、日報を作成するとともに、毎月の指定業務の履行状況等に関する

報告書を定められた期日までに区へ提出してください。 

   また、毎年度終了後３０日を経過する日までに、１年間の施設の管理業務に関す

る報告書を区へ提出してください。 

 ⑵ 利用者アンケート 

   指定管理者は、施設利用者の満足度、意見、要望等を把握し、指定業務に反映さ

せるため、利用者アンケートを年１回以上実施してください。アンケート結果につ

いては、結果を分析し、評価した上で、区に報告するとともに、公表に努めてくだ

さい。 

 ⑶ 自己評価 

   指定管理者は、指定業務の実施内容が区の要求水準、区が承認した事業計画に適

合しているかの自己評価を行い、結果を区に報告してください。 

 ⑷ 区によるモニタリング 

   区は、指定業務が適切かつ効率的に実施されているかを確認するため、指定管理

者へのヒアリングや実地調査等を行います。 

 ⑸ 監査の実施 

   指定管理者は、指定業務に係る出納その他の事務の執行について、区監査委員に

よる監査を受ける場合があります。その際は、必要な帳簿等の書類の提出をすると

ともに、調査等に応じなければなりません。 

 ⑹ 公契約条例に基づく労働条件等の報告 

   本指定期間は、墨田区公契約条例の対象となります。指定管理者は、条例に基づ

き、労働条件等に関する事項報告書を提出し、区の確認を得る必要があります。 

 ⑺ その他 

   指定管理者は、区が実施する労務環境モニタリングや第三者評価等の審査及びそ

の審査に必要な書類の提出等に協力してください。 

 

２ 第三者への業務の委託                                

指定管理者は、指定業務の全てを第三者に委託することはできませんが、事前に区

の承認を受けた上で、施設の清掃業務・警備業務・保守点検業務などの管理業務の一

部を第三者に委託することができます。 

なお、第三者に委託する際には、可能な限り区内企業の活用に努めてください。  
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３ 物品の取扱い                              

  指定業務に使用する物品の取扱いについては、次のとおりです。 

⑴ 区が貸与する物品を除き、指定業務の実施に必要な物品は、指定管理者が購入

し、又は調達するものとします。なお、指定管理料又は利用料金収入により購入

し、又は調達した物品に係る所有権等は、区に帰属するものとします。 

⑵ 区が貸与した物品が経年劣化等により指定業務の実施の用に供することができな

くなったときは、指定管理者との協議により、必要に応じて区が貸与した物品の代

替となる物品を購入し、又は調達するものとします。 

⑶ 指定管理者は、故意若しくは過失により区が貸与した物品又は指定管理料若しく

は利用料金収入により購入等をした物品を毀損し、又は滅失したときは、区と協議

を行い、必要に応じて区に対しこれを弁償し、又は自己の費用で当該物品と同等の

機能及び価値を有するものを購入し、若しくは調達するものとします。この場合の

当該物品の所有権等は、区に帰属するものとします。 

 

４ 個人情報の取扱い                              

 ⑴ 個人情報の取扱い 

指定管理者は、個人情報保護法に基づき、指定業務に係る個人情報保護の義務を

負い、同法の規定に係る違反は、個人情報保護委員会による是正の勧告、命令等や

罰則の適用の対象となります。 

また、指定管理者及び指定管理者から個人情報を取り扱う業務の一部の委託を受

けた者は、その業務において、区が講じる措置と同等の個人情報の漏えい、滅失又

は毀損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じてく

ださい。 

 ⑵ 個人データ等の開示等 

   指定管理者は、保有個人データの開示等の請求等（個人情報保護法第３７条第１

項に規定する開示等の請求等をいう。以下同じ。）に関し、請求等を受け付ける方

法を定めて公表する等、開示等の請求等に対応するための体制を整備してくださ

い。 

   また、指定管理者は、指定業務で取り扱う個人情報のうち個人データに該当しな

い個人情報（特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成さ

れていないものをいう。）の開示の請求を受けたときは、本人に対し開示するよう

努めてください。 

 

５ 情報公開の取扱い                              

指定管理者は、情報公開条例の趣旨に基づき、指定業務に関する情報の公開を積極

的に行うための必要な規程を定めるとともに、情報公開のための必要な措置を講じて

ください。 

なお、情報公開に関する規程の策定に当たっては、事前に区の承認を得てくださ
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い。 

６ 危機管理                                  

 ⑴ 指定管理者は、墨田区危機管理基本計画に基づくマニュアル並びに大地震・大洪

水及び新型インフルエンザ等の発生時における業務継続計画を策定し、従事者等に

周知徹底を図るものとします。 

   なお、業務継続計画の策定に当たっては、墨田区事業継続計画（地震・風水害

編、新型インフルエンザ編）との整合を図ってください。 

 ⑵ 指定管理者は、災害等の発生により、利用者及び近隣住民の救護が必要な場合

は、区の指示に従い救護を行うものとします。 

   また、救護に必要な応急対策用資機材を備蓄し、及び区が実施する訓練、啓発等

に協力するとともに、区との連携に努めなければならないものとします。 

 

７ 指定の取消し等                              

区は、本施設の管理の適正を期すため、指定管理者に対して必要に応じて報告を求

め、実地調査又は必要な指示を行いますが、指定管理者がその指示に従わないときそ

の他指定管理者による指定業務の実施を継続することが適当でないと認めるときは、

指定を取り消し、又は期間を定めて指定業務の全部若しくは一部の停止を命じること

があります。 

なお、指定を取り消し、又は期間を定めて指定業務の全部若しくは一部の停止を命

じたことにより指定管理者に損害又は増加費用が生じても、区はその賠償の責めを負

いません。 

 

８ 指定業務の継続が困難になった場合の措置                   

  指定管理者は、業務の継続が困難となった場合、又はその恐れが生じた場合は、速

やかに区に報告しなければなりません。その際の措置については、次のとおりです。 

 ⑴ 指定管理者の責に帰すべき事由による場合 

   指定管理者の責に帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、区

は、指定の取消しをすることができるものとします。その場合において、区に生じ

た損害は、指定管理者が賠償するものとします。 

 ⑵ 区及び指定管理者の責に帰すことのできない事由による場合 

   区及び指定管理者の不可抗力により発生した事故等により、業務の継続が困難に

なった場合は、指定の取消しの協議をすることができます。区は、この協議の結

果、やむを得ない事情があると判断した場合は、指定の取消しをするものとしま

す。 

 

９ 指定期間の満了等による管理運営業務の引継ぎ                 

指定管理者は、指定期間が満了した、又は指定が取り消された際は、施設等の管理

運営上支障がないよう、速やかに区又は区が指定する者に業務を引き継いでくださ

い。 
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なお、引継ぎに係る費用負担は、指定管理者の負担とします。 

１０ 墨田区公契約条例の遵守                          

  墨田区公契約条例第２条の規定により、指定管理者と取り交わす指定管理協定は、

公契約に該当します。指定管理者は、労働者等（再委託先の労働者も含みます。）の

適正な労働環境を確保するとともに、本施設の運営に当たっては、次に掲げる事項を

遵守してください。 

 ⑴ 労働報酬下限額 

   労働報酬下限額は、区が年度ごとに定め、告示します。指定管理協定に係る労働

者等には、労働報酬下限額以上の労働報酬を支払っていただく必要があります。※

再委託先の労働者にも適用されます。（適用させる労働者の範囲は、区公式ウェブ

サイトで公開している「墨田区公契約条例の手引き」を参照してください。） 

労働報酬下限額は、指定期間開始年度以降に労働報酬下限額が改定された場合で

も、指定期間終了まで指定期間開始年度の労働報酬下限額を適用します。 

指定期間開始年度以降に東京都の最低賃金が指定期間開始年度の労働報酬下限額

を上回った場合は、最低賃金額を遵守していただくことになります。 

   なお、令和７年度労働報酬下限額は、１時間当たり１，３４９円です。（過去の

労働報酬下限額は、区公式ウェブサイトで公開しています。）指定期間開始年度と

異なる場合がありますので、留意してください。 

⑵ 労働条件等に関する事項報告書（チェックシート）の提出 

   指定期間開始後から概ね１か月以内及び毎年度４月末日までに、労働報酬の支払

いをはじめ、労働関係法令の遵守等の状況を記載した「チェックシート」を区へ提

出していただきます。 

 ⑶ 労働者等に対する周知 

   次の事項を作業所等の見やすい場所に掲示するか、労働者等に書面で交付してく

ださい。再委託先に対しても、周知を行うことについて理解を得てください。 

   ＜周知事項＞ 

ア 労働報酬下限額 

イ 労働報酬下限額の適用対象となる労働者等の範囲 

ウ 申出をする場合の連絡先 

エ 申出をしたことを理由に、解雇・請負契約の解除その他の不利益な取扱いを受

けないこと。 

オ 再委託先の労働者の場合は、労働報酬下限額以上の額の支払いに対して、指定

管理者が再委託先に対して必要な措置を講じること。 

 ⑷ その他、墨田区公契約条例別表で定められている約定事項 

 

１１ 施設の受付及び利用承認等に関する取扱い                          

⑴ 利用料金の収納、減免、還付に関する業務 

利用料金の徴収にあっては窓口キャッシュレス決済に対応すること 
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⑵ 公共施設利用システム運用に伴う業務 
公共施設利用システムにはオンライン予約機能が搭載されており、オンライン決 

済については区の指定する決済事業者と契約すること 
 
１２ 問合せ先及び申請書類の提出先                             

 墨田区地域力支援部文化芸術振興課（墨田区役所１４階） 

〒１３０－８６４０ 東京都墨田区吾妻橋１－２３－２０ 

電話番号 ０３（５６０８）６２１２ 

FAX番号   ０３（５６０８）６９３４ 

E-Mail  bunkashinkou＠city.sumida.lg.jp 

 


